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調査の概要

 目的

・令和4年8月現在、18の地方公共団体において地域気候変動適応計画の改定が行われています。
・本資料は、地方公共団体が地域適応計画を改定する際の参考情報を提供する目的で作成したものです。
・地方公共団体がどのように改定に取り組まれたかを把握する一助としてご活用ください。

 調査内容

・計画の分析、アンケート調査等を通じて、改定のきっかけ、改定の際に参考にした情報、対象の分野数・項目の
変遷、優先度・重点分野の設定の変遷、進捗管理指標の設定の変遷などを整理しました。

 調査方法

・改定を行った18自治体の新旧計画について、対象分野数・項目数、指標の設定等の情報を調査しました。
・うち14自治体については、アンケートにより改定のきっかけや改定の際に参考にした情報を収集しました。
・さらに、そのうち5自治体については、電話にてヒアリングを行い、追加情報を収集しました。

 調査対象

・都道府県：岩手県、秋田県、石川県、愛知県、大阪府、兵庫県、徳島県、高知県、福岡県、長崎県、宮崎県
・市町村：仙台市、那須塩原市、川崎市、相模原市、横須賀市、北九州市、福岡市

 調査機関

・令和4年11月～令和5年3月
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目 次

１．地域適応計画改定のきっかけ

２．地域適応計画の形式の新旧変化

３．現在・将来に関し、言及する気象要素の新旧変化・現在気象への言及の際に活用された資料

４．将来気象の予測の際に活用された資料

５．気候変動影響の整理に活用された資料

６．適応策の対象とする分野の新旧変化・重点分野の選択等に活用された資料

７．適応策の新旧変化・適応策検討の際に活用された資料

８．進捗管理指標の新旧変化

９．その他、地域適応計画改定の際に参考にした資料

１０．独自の情報収集・改定内容検討等の手法

１１．改定計画として留意した点・重きを置いた点

１２．直面した課題／解決に向けた工夫等

（参考）旧計画策定の際に参考にした資料

本資料内では以下のように計画の略称を使用する

地域気候変動適応計画
⇒「地域適応計画」

地方公共団体実行計画（区域施策編）
⇒「実行計画」
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